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政府開発援助と経済成長の関係に関する実証分析
倉持俊弥
1.　はじめに
政府開発援助の主たる目的は経済発展,すなわち経済成長と経済構造の変化を促すことであるこ
とは言うまでもない｡そして経済開発論において,政府開発援助が経済発展に及ぼす影響は,国内
資源の役割,活用等のテーマとともに重要な分析対象となってきた｡しかし,理論的,実証的分析
ともに課題は多く残されている1)｡その背景には,政府開発援助に対する懐疑論もある｡比較的最
近の例をあげると, Easterly (2006), Easterly (2007)において,半世紀以上に渡って行われてき
た政府開発援助が被援助国たる開発途上国の発展を支援するという目的を達成していないと指摘さ
れている｡それは, DAC諸国による援助だけでなく,世界銀行,アジア開発銀行によるマルチラ
テラルな取り組みの有効性に対しても向けられたものである｡
経済発展に関するロストウのテイク･オフ論では,産業構造の変化が自律的一持続可能な経済成
長へのテイクオフとともに進展していく｡ただし,この産業構造の変化には経済だけでなく社会,
政治の変化も伴うものとされている2'｡一方,クズネッツは工業の比重が増すに伴って一人当り所
得が上昇することを実証的な研究の結果として指摘した｡加えて,産業構造の変化と一人当り所得
の上昇は,工業生産の拡大とともにサービス産業が成長していく過程においても,継続することが
示された3)｡この点に関しては,多くの実証研究によっても検証が行われてきている｡しかしそれ
らの中で,政府開発援助や直接投資を通じて外国から流入した資金が被援助国,受資国に及ぼした
影響を分析した例は多いとは言えない｡とくに近年では,アジア通貨危機後を含む期間における東
南アジア諸国を主たる分析対象とした実証研究は不足している｡もちろん,この間題が軽視されて
いるわけではない｡開発援助が途上国の持続的な経済成長を促すか否かは重要な問題と位置付けら
れており,理論面,実証研究とも議論が続いている｡
ここで言う援助とは,途上国に対し二国間政府および国際援助機閑を通じて行われる贈与および
借款条件が緩やか一贈与要素グラントエレメントが高い-な借款を指す4)o　なお,以下で言及する
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開発援助に関する実証分析で用いられている援助には次のような内容も含まれる場合がある｡それ
らは,借款の減免,緊急災害援助,さらに,特定国の輸出品を対象とした輸入関税譲許などである｡
これらのことは,援助を行う目的が,経済的支援のみにとどまらないことを反映しているといえる｡
すなわち,経済支援以外にも,政治･戦略的な目的によるもの,社会的な支援を目的としたものも
援助には含まれる5)｡このように,開発援助の目的は経済発展の推進のみに限定されるわけではな
いが,開発援助に関する実証分析は,援助の経済成長促進効果を評価することを主なテーマにして
いるといえる｡
その分析方法は,経済成長率の決定式を計測式としてモデル化し,開発援助の指標を導入すると
いうものである｡それらの分析結果は,これまでのところ収束してきているとはいえない｡各国別
の実証分析の場合,モデルの違い,期間の違いなどが原因になっているとも考えられるが,類似し
たモデルを用いたクロス･カントリーのデータを分析した結果も,必ずしも一定の方向を示してい
るわけではない｡実証分析の結果についての整理を行った最近の例としてFoul (2008)をみると,
開発援助が経済成長に及ぼす影響の分析結果は,正とするもの,逆に負と主張するものとに割れて
しまっている｡このため,援助と経済成長の関連を分析するアプローチとしてクロス･カントリー
のデータを用いることに関する批判もある6)｡
クロス･カントリーのデータに基づく検証では,国ごとの特徴,規模の相違等の要素が除外され
る場合が多い｡また,援助供与の目的の違いによって,経済成長率の低い国に対して集中して多く
の援助が供与される場合もあれば,あるいはその道になる場合もある7'｡このような両者間では,
援助と経済成長との関係を検証しても結果は対照的になろう｡さらに,援助供与が行われてから,
その成果が現れるまでの時間の遅れが国によって異なる可能性があっても,クロスカントリーの場
合は考慮されない｡したがって,これらの点をふまえて,援助が経済成長に及ぼす影響に何らかの
共通性が見られるか否かを探る必要がある8)｡以上のように,実証研究の結果からは開発援助が途
上国の経済成長を促す要因であるといえるか否か結論を導くことが難しい状況の中で,援助が有効
に機能するための条件を探ることが検証のテーマとして重視されるようになってきている｡それら
の中で特に注目されているのが被援助国のマクロ経済政策の適切性である｡ Burnside and Dollar
(2000)は,被援助国が適正なマクロ経済運営を行っていれば,開発援助の経済成長促進効果は大
幅に高まると主張した｡彼らの言う適正なマクロ経済政策とは,低いインフレ率,小さな財政赤字,
高い貿易の開放度等をさす｡しかし,より具体的にどのマクロ政策が開発援助の有効性にかかわっ
ているのかは明確でなく,そのことが批判の対象ともなっている｡また, Bumside andDollar(2000)
の仮説を検証した実証例の結果からは,仮説が支持されているともいないとも明確には判断できな
い｡以上をふまえ小論ではタイとフィリピンの二国を対象に,開発援助の成長促進効果に関する検
証を試みる｡その中で,これまで指摘されてきたマクロ経済政策と援助の有効性の関係についても
分析する｡分析に用いるモデルは,開発援助変数及びマクロ経済変数の時系列の非定常性をふまえ,
また,開発援助の内生性も考慮して特定化する｡
2.開発援助の有効性に関する分析の枠組み
2-1　政府開発援助と経済成長の関係
政府開発援助の有効性に関する実証分析の理論的な基礎となっているのは経済成長理論,新古典
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派流生産関数,ギャップ理論である｡開発援助が有効であるか否かは被援助国の経済成長が開発援
助によって促進されるかどうかによって判断,評価されることが多く,この開発援助と経済成長の
理論的な関係の根拠になっているのはハロッド･ドーマー流経済成長論に基づくチェネリー･スト
ラウトのツーギャップ論である9)｡外国が供与する開発援助は,途上国にとって経済成長の制約と
なっている国内及び対外的な資金の不足分を補填するために必要であるというのがツーギャップ論
である｡途上国においては,労働力が過剰である一方で,資本の不足が成長を阻害しているとの考
え方が一般的であり,民間部門による貯蓄の不足,そして双子の赤字にあたる経常収支赤字と財政
赤字の三つのギャップを,国内の資本蓄積に対する制約要因と位置付けるものがギャップ論の考え
方である10)｡さらに,より根本的な問題として,国内の貯蓄･投資ギャップにおける貯蓄と,対外
的赤字を補填する外国資金との代替性が低く, 2つのギャップは大きさが異なり,かつ互いに独立
であることが指摘されている｡開発援助資金が流入しても,それが貯蓄性向の低い人々の消費に向
かう場合,生産的な資源の蓄積にはつながらず,貯蓄ギャップが主要な制約として残ってしまう｡
他方,外貨の不足が主な制約となっているとき,援助資金がそれを補填できれば,援助の成果は大
きいと言える｡
開発援助論では,被援助国において,どちらか一方のギャップが経済成長の主な制約要因になっ
ているとされる｡貯蓄ギャップの方が経済成長の主たる制約になっている場合とはどのような状況
かというと,過剰な労働力は存在せず,外貨収入の一部が外国からの資本財輸入に充てられずに残
っているケースである｡すなわち,貯蓄の不足が原因で,資本設備を外国から導入するための外貨
を必要なだけ中央銀行から買い入れることができないという状況である｡この場合,開発援助の一
部も含め,いわば過剰となった外貨は,外国からの不要不急な消費財を輸入するための代金として
充当されてしまう可能性がある｡
しかし,ほとんどの途上国の場合は,上述のような貯蓄ギャップよりも外貨ギャップの制約の方
がきつくなっていると考えられる｡後者の場合,過剰な労働力が農村部にあり,外貨は必要な輸入
の支払に充当されていることが前提とされる｡すなわち,開発援助を含む外国資金は,国内資金の
不足分を補完する形で,投資資金として活用されるものと想定される｡したがって外貨ギャップの
補填を主眼とする開発援助の経済成長への貢献度は高いと考えられる｡
他方で,開発援助をめぐっては,その有効性を疑問視する見解も少なくない｡ Gri氏n (1970)は,
開発援助として流入する資金が消費に向けられることによって,貯蓄,そして投資の不足分を補足
する結果にはならない可能性があることを指摘した｡ White (1992)は,開発援助が消費に向けら
れる結果,被援助国の貯蓄は援助によって補完されるどころか,援助が行われなかった場合よりも
減る可能性があるとしている｡これは開発援助による国内貯蓄のクラウデイング･アウトである｡
さらにWhite (1992)は,援助資金の流入によって被援助国の通貨が増価する結果,資本ストック
の生産性の低下,相対価格の歪み,そして輸出部門への悪影響といった弊害が生じると指摘してい
る｡この間題は,いわば開発援助が原因で発生するオランダ病である｡開発援助の流入に伴う為替
レートの変動が及ぼす影響に関しては,ほかにも研究例があるが,実質増価のケース11)だけでなく,
実質減価を引き起こすとする分析例もある12)｡
援助の成長促進効果に関する,より最近の分析例において関心が高まっているのは,被援助国の
マクロ経済政策の適切性である｡マクロ経済政策が不適切であると,開発援助の有効性が弱まるだ
けでなく,むしろ不均衡を悪化させる可能性がある｡上述のように,援助資金の流入が被援助国通
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貨の実質増価を引き起こすことが懸念されるとき,不胎化政策がとられるが,それがもたらす弊害
は,開発援助が供与された結果,いわば二次的に生じるクラウデイング･アウト効果である｡開発
援助が被援助国に及ぼす影響の理論的分析では,それが投資を通じて成長を促す直接効果と,それ
以外の間接的･二次的効果とに分解される場合が多い｡不胎化政策の弊害は後者に分類される｡援
助資金の流入が過剰流動性をもたらし,それが支出の拡大等を通じてインフレ圧力を生むことを防
止するために実施されるのが不胎化政策であるが,有価証券の買いオペや外貨の売り介入が行われ
る結果,金利の上昇,通貨の名目増価が生じて経済成長に負の影響を及ぼす場合,それは援助のク
ラウデイング･アウト効果と呼ばれる｡この不胎化措置がクラウデイング･アウトにつながる可能
性は,金融市場が未整備で小規模であるほど大であるとの指摘がある｡これは,開発援助の有効性
を検証する枠組みの中で考慮すべき問題であると考えられる｡
マクロ経済政策の適切性という点から,上記のほかに被援助国の条件として指摘されてきたもの
には物価の安定性,財政赤字の規模,貿易開放度の高さなどが含まれる｡この点を初めに指摘した
のはBumside and Dollar (2000)である｡彼らは開発援助の経済成長促進効果を検証するには,
直接的な影響に加え,負の影響も含む間接的効果,さらに被援助国側の,いわば援助許容能力とも
いうべきマクロ経済政策の適切性も考慮することが望ましいとした｡そして,適切なマクロ経済政
策運営を行う低所得国向けの開発援助は当該国の経済成長を促すが,マクロ経済政策の歪みがあれ
ば援助は浪費されるとの仮説を唱えた｡これは,途上国が経済成長を達成するには,それぞれの国
の経済政策が非常に重要であることを指摘した既存の研究例13)にも沿うものである｡
しかしBumside and Dollar (2000)に対する批判もある｡それらの多くは,どのマクロ経済政
策が開発援助の効果を高める要因であるのかが特定されていないことを問題視している｡この仮説
に関する実証分析も行われており,仮説を支持する例もあるが14),他の検証例は対象国や変数の違
いによって結果も異なるといった状況であり15),明確な結論を導きだすことはできない｡
2-2　開発援助の経済成長促進効果一計測モデル
小論において用いる経済成長の計測モデルでは,上述のような被援助国における経済政策に関す
る仮説も考慮する｡計測式の選択には,モデルに導入される変数の時系列の特性も考慮するが,モ
デルの基本はマクロの生産関数である｡途上国の経済成長率モデルの分析では,労働,資本に加え
て輸出変数が生産要素変数として導入されることが多い16)｡その根拠は,輸出部門は他の製造業部
門よりも規模の経済性が高いと考えられること,技術,ノウハウ等の移転を通じての外部経済効果
があると考えられることなどである｡その結果として,他の生産要素変数が所与であるとき輸出部
門の拡大とともに経済成長は高まると考えられる｡
以上をふまえ生産関数をY-f(し,K,Ⅹ)と表す｡
同式を全微分したうえで書き替えて,成長率の関係式を以下のように表す｡ただし, Y-GDP,
L-労働, K-資本, Ⅹ-輸出とする｡
dY- FLdL+ FKdK+ FxdX
gY- (FLLN)gL+ FKdKN+ (FxXN)gx
記号g,は経済成長率, gLは労働力の増加率, gxは輸出成長率を表す｡
ここでdK/Yは投資率に相当するが,その資金の源泉別に分解して投資を書き替えると,計測式
の基本形は次式のようになる｡
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gY-ao+algL+ (a2S/Y+a3ん｡A/Y+a4F/Y) +a5gX+u
Sは国内貯蓄, AJ｡Aは開発援助, Fは開発援助以外の外国資金流入, uは撹乱項を表す｡
上述のように,被援助国のマクロ経済政策が適切に運用されていなければ,開発援助の経済成長
促進効果は期待できないとのBurnside and Dollar (2000)仮説が注目され,それを検証するため
の実証分析も行われている｡小論でも,マクロ経済政策と開発援助の有効性の関連性を検証するた
めに,上記の経済成長式にマクロ経済政策変数を導入したモデルの推計を行う｡なお,マクロ経済
政策変数を導入する際,二通りの方法を試みる｡一つは,いくつかの政策変数を個別に導入する方
法で,もうひとつは,いくつかの政策変数を統合したマクロ経済政策指標を作り,それをモデルに
導入するBurnside and Dollar (2000)の方法である｡また,いずれの場合についても,政策変数
を単独で導入するだけでなく,援助変数との関連性を考慮する必要があると考えられる｡そのため
に,推計モデルには開発援助変数と経済政策変数を乗じた積変数を導入する｡
他方,開発援助の経済成長促進効果について,Lensink,White (2001)は逓減的であることを指
摘している｡そこでこれについても検証するために,開発援助変数については二乗した変数もモデ
ルに導入する｡
3.開発援助と経済成長-タイ,フィリピンのケース
3-1　タイ,フィリピン向け開発援助の概観
タイ,フィリピンの経済発展を振り返ると,両国とも1960年頃までは一人当りのGDPにほとん
ど改善はみられなかった17)｡しかしその後の経済成長は著しく, 1997年アジア通貨危機までの年平
均成長率はタイでは7.7パーセントに達し,フィリピンも4.0パーセントであった｡一方,両国の政
府開発援助受け入れ規模は全ての途上国の中で上位にある｡ 1960年からアジア通貨危機直後までの
期間における政府開発援助の純流入額はタイが約230億ドルで全途上国中16位,フィリピンは約300
億ドルで14位であった｡両国向けの開発援助は,大半が2国問援助であり,最大の援助供与国は日
本である｡そして,日本の政府開発援助の対象国のなかでも,両国は最大級の金額を占めてきた(図
1,図2)｡日本のASEAN向けの開発援助は, 1977年の福田ドクトリン以降,持続的に拡大した｡
タイ向けの援助も従来に比べて継続的に供与されるようになったが,日本の援助全体と比べれば披
行性がある｡その点フィリピン向けの開発援助の方が,より連続的に拡大したといえる｡
日本が供与した開発援助のタイプはタイ,フィリピンともにほとんどが借款である｡それらの使
途であるが,タイの場合は一貫してインフラ･ストラクチャーの整備が約7割を占めており,プロ
ジェクト援助と,いわゆるツー･ステップ･ローンの形式がとられている｡また80年代末以降はプ
ログラム援助も拡大してきてはいる｡一方,フィリピン向けの借款の使途も同様といえるが,タイ
向けより若干低く,全体の約6割がインフラ整備に向けられた｡そして日本のタイ向け開発援助と
はやや異なり,フィリピン向けではノン･プロジェクトの借款が目立つ｡債務のり･スケジュール,
商品借款等も含めた比重は約10パーセントを占めている｡
被援助途上国における経済社会開発計画と密接にかかわるインフラ･ストラクチャー整備を対象
とするプロジェクト援助が中心に援助が行われてきたことは,供与国と被援助国との協力関係を強
める主要な原因になったと考えられる｡日本政府はタイ,フィリピンとの国交を重要視し,良好な
政治関係を持続させていく方策の一環として援助を行ってきたといえる｡一方,被援助国である夕
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図1軽済成長率と開発壌助
図2　DACと日本の開発溝助10億米ドル
ィ,フィリピンは,経済開発計画を遂行していくために援助の継続的な供与を受けることができる
ように協力関係を維持してきたと考えられる18)｡
以下,タイとフィリピンの経済成長と開発援助のデータを用いて, 2変数間の単純な相関関係に
ついて概観しておく(図3および表1を参照)｡開発援助の指標には,総額,国民一人当りの援助
額,そして日本から供与された援助額の3通りを用いた｡ GDPに関しては,実質成長率と実質水
準の二通りを用いた｡データは年次の時系列で,期間を二通り,すなわち全期間(1960年から2008
年まで)と,アジア通貨危機以前まで(1960年から1996年)として,それぞれ単純相関係数とグラ
14
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開発溝助と経済成長の相関
タイ
SS成長率タイ　　　　ロ実質GDPタイ
⊥二表ユニ二虚コ二一二-
AT 60-08　　ANT 60-08　　jUT 60-08
フィリピン
Ea成長率フィリピン　　Lコ実質GDPフィリピン
AT 60-96　　ANT 60-96　　AJT 60-96
AP 60-08　　　ANP 60--08　　NP 60　08　　　AP 60--96　　　ANP 60-96　　ノUP 60--96
A-開発援助, AN-国民一一人当たり開発援助､ A1-日本からの開発壊乱末尾のT､ P-タイ､フィリピン
表1　開発溝助と経済成長率のグランジヤー相関
タイ 帰無仮説 ?田?#??1960-1996 
nF値Prob. 紋i&ﾅ???
ATnot-タイの経済成長率gRYT 鼎c?c?經Rﾒ?50.690.51- 
タイの経済成長率gRYTnot-AT ????Bﾒ?.080.35- 
Amnot-ナタイの経済成長率gRYT 鼎c?C?緜??50.670.52- 
タイの経済成長率gRYTnot-→ANT ??????.130.34- 
Arrnot-→タイの経済成長率gRYT 鼎c?s?紊bﾒ?50.270.77- 
タイの経済成長率gRYTnot-AJT ?經s?Srﾒ?.420.66- 
ATnot-→RGDPT 鼎c????ﾒ?56.420.00*+ 
RGDFrnot->AT ?縱S?Cぴ?.120.06- 
Amnot-→RGDFr 鼎c????ﾒ?55.610.01++ 
RGDFrnot-ANT ?繝?紊"ﾒ?.470.10- 
AーTnot--RGDFr 鼎c?3#?s2ﾒ?52.820.08- 
RGDFrnot一十AJT ?纉S?3辻?.420.01** 
フィリピン 帰無仮説 ?田?#??1960-1996 
nF値Prob. 紋i&ﾅ???
APnot-フィリピンの経済成長率gRYP 鼎c?sC?Cぴ?50.910.41- 
フィリピンの経済成長率gRYPltOt-AP 釘?C??｢?.350.ll- 
ANPnot--ナフィリピンの経済成長率gRYP 鼎c???3rﾒ?50.950.40- 
フィリピンの経済成長率gRYPnotp-ANP 釘?#??x??.560.09- 
AIPnot-フィリピンの経済成長率gRYP 鼎c?#?縱Rﾒ?50.290.75- 
フィリピンの経済成長率gRYPnot-ArP 迭經c??｢ｲ?.060.06- 
APnot-RGDPP 鼎c?C?緜"ﾒ?51.420.26- 
RGDPPnot-→AP 釘???"｢?.180.06- 
ANPnot-ナRGDPP 鼎c?s#?C辻?51.320.28- 
RGDPPnot-ANP ?縱??2ｲ?.330.05+ 
AJPnot-RGDPP 鼎c?#?繝"ﾒ?51.250.30- 
RGDPPnot-AJP 澱????｢?.610.04+ 
A not - Bはダランジャーの意味でAがBの原因ではないの意o
*は5パーセント水準､ *叫ま1パーセント水準で棄却されることを示す
A-開発援助, AN-国民一一人当たり開発壌助､ AT-日本からの開発壊臥RGDP-実質GDP､末尾のT､ P-タイ､フィリピン
15
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ンジャーの因果関係を推計した｡単純相関をみると,開発援助額と実質GDPとは,全期間,通貨
危機前までの期間とも,正の相関関係にあることが示された｡ただし,タイ,フィリピンとも,全
期間を通じてよりも,通貨危機までに期間を限定したほうが正の相関係数の値が大きくなった｡し
かし,開発援助額と経済成長率との相関係数は,通貨危機以前までの期間におけるタイについての
み,正の値となった｡
次に開発援助額と実質GDPのグランジヤーの因果関係についてであるが,グランジヤーの意味
で開発援助が経済成長の原因であることを示唆する結果は得られなかった｡援助額と実質GDPの
水準との関係については,タイにおける通貨危機前までの期間についてのみ,援助総額と一人当り
援助がグランジヤーの意味で実質GDP水準の変動因であったことを示唆する結果となった｡なお,
フィリピンの場合は実質GDPの成長(全期間の場合のみ)とその水準が,グランジャ-の意味で
援助額変動の原因になったことを示唆する結果となった｡
3-2　経済成長式を用いた検証
本節では,政府開発援助が経済成長に及ぼした影響を検証するために,経済成長式の推計を試み
る｡上述のように,開発援助が経済成長に及ぼすと考えられる影響には,援助供与国と被援助国の
政府間所得移転がもたらす短期･直接的な影響だけでなく,援助資金の流入による外貨,流動性の
拡大に伴う間接的･二次的な影響がある｡また,政府開発援助が被援助国の経済成長を促す条件と
表2統合マクロ軽済指標作成のための推計船具　TSI.S
タイ故脱明変数dOn収gdzjT))
期間19692007 弍ｨｭC?c??r?匇ﾔ19692007 弍ｨｭC?c??r?
推計係数t値 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t個. ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?
CO.4972.5 ??CC?綯?O.3952. ???c??
1n(RdisT/Pgdp 烹卯?ﾓ%B?稗?d(h(M2T/MIT) 
T)0.0172. d(帆((XT+MT)/ 駐?#S#"?)0.2403.0 烹?邃ﾔUB駐?#???卯?%?ｵ&?"?
YT))0.1801.5 烹卯??B駐??S??(h(RXT))0.2202.I 鋳???"?
d(1n(ET/PgdDT 烹?ФB?vGI/2?(h(m/PgdpT 烹?邃g"?vG??
))-0.393-3. 鋳蔦?3S?"??)-0.572-5. 鋳蔦?3#"ﾓ2?
ln(G/YT)-0.165-2.0 免邃r?B蔦??2ﾓ"?1n(G/YT)-0.145-2.2 烹?з?稗鋳ﾓ?????
d(ln(PgdpT))-0.592-2. 烹?竇?G?鋳ﾓ?s3ふ2?d(h(PgdpT))-0.719-3. 烹?竇?DEB鋳ﾓ?3s2ﾓ"?
D1997-0.027-0. 任?途ﾓ??2ﾓ??19970.0110.3 任?都?????
AR(1)0.0250.1 ?"?蔦??bﾓ?b?R(1)-0.180-1.0 ?"??????
R20.489 ?#?SSr?20.559 ?#?c#B?
調整済R20.374 ?)?ﾜ?#?CSr?ｲ整済R20.460 ?ｩMXﾜ?#?SC"?
S.E.推計式0.031 ?膤?Hﾇh????S.E.推計式0.029 ?膤?Hﾇh???R?
F値4.829 派夋b紊#?F値7.746 琶&ﾃゅゴ?
DW1.573 忍s"???W2.038 忍s?ャ?
フィリピン　被税明変欺dOn(RgdpP))
期間19682007 弍ｨｭC?c??r?匇ﾔ19692007 弍ｨｭC?c??r?
推計係数t債 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t値 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?
C-0.939-2.2 ?ﾓ?ン"ﾓ"??O.0402. ????????%?tE????sc"?
d(h(M2P/YP))0.1642.0 烹??%?ﾅ?駐??S"??(h(M2P/YP))0.1712.2 
d(h((ⅩP+MP)/ 烹卯???ﾕ??d(h(C(P+MP)/ 烹卯???ﾕ??
YP))0.1662.0 封???s???卯?U??G??蔦??2ﾓ"??邃r???C?"??????ﾓ?鋳ﾓ??rﾓ"??P))0.1912.1 封???涛"?
d(h(EP/CPⅠP))-0.110-2.0 1n(G/YP)0.4332.3 d(ln(CDIP(-1)))-0.201-2. 囘(h(EP/CplP))-0.202-2.5 d(h(G′YP(- 1)))0.3052. d(h(PgdpP(- 1)))-0.147-1.5 烹?Ф?7??蔦?#?ﾓ"絣??邃r??ﾒ?鋳???"?B?竇?G?ぴ?鋳蔦??Rﾓ??
AR(1)0.8547.8 ?"??繝C???R(1)0.6103.6 ?"??緜#?纈?
R20.056 ?#??B?20.330 ?#?3#B?
調整済R2-0.115 ?)?ﾜ?"ﾓ??B?ｲ整済R20.205 ?)?ﾜ?#??r?
S.E.推計式0.037 ?膤?Hﾇh???r?.E.推計式0.032 ?膤?Hﾇh???"?
F値4.043 琶&ﾃB?cb?値4.904 琶&ﾃX?#Cr?
DW2.240 忍s"?Sr?W2.206 忍s"?3R?
注dは階差､末尾の¶まタイ､ Pはフィリピンを表す｡ Rdisは割引率､ RXは実質輸出､ RMは実質輸入､
Ⅹdは米ドル建て輸出､ Cpl Wpiは物価指数､ D1997は1997年が1のダミー変数｡
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して,被援助国において適切なマクロ経済政策が実施されていることが重要であるとの認識が高ま
ってきている｡したがって,モデルの推計及び結果の解釈はこれらの点をふまえて行う必要がある｡
･マクロ経済政策指標の作成
政府開発援助の有効性をめぐる議論において,被援助国が重視すべきマクロ経済政策として主に
指摘されてきたのは,低いインフレ率,規制緩和を伴う金融市場の深化･発展,外向き指向の貿易
政策,財政赤字の削減等である｡これらのマクロ経済政策と政府開発援助の有効性との関連を検証
する方法としては,マクロ経済政策を個別に指標化して経済成長モデルに導入する方法と,主要な
政策変数を組み合せて作成した指標を用いる方法とがある｡さらに,開発援助指標とマクロ経済指
標とを個別にモデルに導入するだけでなく,援助とマクロ政策の相乗効果を推計することも有益で
あると考えられる｡
マクロ経済政策指標の作成は, Burnside Dollar (2000)の方法にしたがって行う｡すなわち,政
府開発援助変数を含まない経済成長モデルに複数のマクロ経済政策変数を導入して推計したうえで,
当該式のマクロ経済変数の部分のあてはめ値を,いわば集約された政策指標として用いるという方
法である｡この方法で作成した政策指標は,個々の経済政策を,経済成長との相関関係の強さに応
じてウエイト付けしたものと解釈することができる｡小論では,モデルに含まれる変数の内生性を
考慮し, TSI,Sを用いてマクロ経済政策指標を作成するための経済成長式を推計した｡その結果の
一部を表2に示す｡
表2漉き　競合マクロ軽済指標作成のための推計勝美　TSIS
タイ被脱明変鼓dOn(Rgdの)
期間:19692007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19682007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19682007 
推計係数t値 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t借 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t値 
CO.4902. ??Cc3??CO.3662. ??3鉄"?CO.0272.2 
ln(RDⅠST′Pgd 免竇&Fﾇ5B???on(M2T/Ml 烹卯?ﾓ%B?ﾂ?(h(M2T/M1 
pT)0.0182. d(h((XT+MT) /Yr))0.1871.5 稗?????))0.1792.1 稗駐?#C???))0.1221. d(帆(RXT+RM T))0.2082. 
d(帆(ⅩT))0.2141. ln(G/YT)-0.159-1. 烹??EB駐?3CcB?d(hl(RXT))0.2202.1 
d(ln(ET/P宮dp 冤n(ET(- 烹?邃g"?vG?d(ln(Fr/Pgdp 
T))-0.385-4. ?)/CPrr(-1))0.0181.5 稗鋳ﾓ?Ss"ﾓR?T))-0.393-4.0 
ln(G/YT)-0.161-2.0 烹卯??G?r蔦?S?ﾓ??n(G/YT(-1))-〟.130-1. 免邃x6穹B蔦??Rﾓ"??(h(G/YT))-0.142-1. 
d(ln(PgdpT))-0,615-2. 任?途ﾓ??Rﾓ"?d(ln(PgdpT))1).7糾-3. 烹?竇?G?鋳ﾓ?s?ﾓ2?d(h(PgdpT))-0.367-2.0 
D1997-0.028-0. ?"??????Dl997-0.065-1.7 任?都????Dl9970.0250. 
AR(1)0.0400. ?)?ﾜ?#??"?R(1)-0.147-0.8 ?"?蔦?????AR(i)-0.031-0.2 
R20.494 儚20.349 ?#?SS?R20.610 
調整済R20.380 ?膤?Hﾇh????調整済R20.207 ?)?ﾜ?#?Cc?調整済R20.525 
S.E.推計式0.031 琶&ﾃ"紊cB?.E.推計式0.035 ?膤?Hﾇh????S.E.推計式0.026 
F値6.091 ?&??&ﾂ??CR?値4,137 琶&ﾃr縱Cb?値8.511 
DW1.638 忍s??"?W2.091 忍s"?3?DW2.051 
フィリピン　被説明変赦dOn伐gdpP))
期間:19682007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19692007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19692007 
推計係数t値 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t値 ?Hﾇhﾅy?I&ﾂ?ъv係数t値 
C-0,911-2.1 ?ﾓ??蔦"??O.0584.0 ?????CO.0382.2 
d(h(M2P/YP))0.1292.0 烹??%??駐??C"??(ln(M2P/YP))0.1151. 烹??%?ﾅ?駐?????(h(M2P/YP))0,1762. 
d(h((XP+MP) 烹卯???ﾕ??(h((RXP+RM 烹卯??ﾕ?ﾕ??(h((XP+MP) 
′YP))0.1422.0 ln(EP(-1))0.0862. 1n(G/YP)0.3022.1 ?ﾅ?駐??c"??)/YP))0.1212.1 禎?駐?????YP))0.1992.2 
d(帆(EP/CPⅠP) 烹卯?U??G?d(帆(EP′CPⅠP) 烹?Ф?5?E??
)-0.110-2.0 1n(G/YP)0.4332. ?鋳ﾓ?????-0.202-2.5 鋳ﾓ?#?ﾓ"絣?
d(h(G′YP(- 烹?в??ﾒ?(h(G/YP(- 
1)))0.1602.0 ?鋳???"?B??vG?ぴ?鋳蔦??rﾓ?R?)))0.3162. d(h(PgdpP(- 1)))-0.125-1. 
d(h(CplP(-1))).〟.178-2. 烹??D?ふ?鋳ﾓ?#?ﾓ"?d(h(CplP(-1)))-0.125-2, 
AR(1)0.97018.6 ?"??繝SCr繧?R(1)0.6944. ?"??緜?2?AR(1)0.6293. 
R20.254 ?#??b?20.643 ?#?33?R20.324 
調整済R20.118 ?)?ﾜ?"ﾓ??R?ｲ整済R20.577 ?)?ﾜ?#?#??ｲ整済R20.197 
S.E.推計式0.033 ?膤?Hﾇh???r?.E.推計式0.023 ?膤ﾉ?ﾇh???"?.E.推計式0.032 
F値4.333 琶&ﾃB?C2?値10.097 派ﾜ#B纉??値5.247 
DW2.422 忍s"?C?DW2.177 忍s"???W2.235 
17
倉持俊弥
推計は,タイ,フィリピンについて,それぞれ年次の時系列データを用いて行った｡被説明変数
は実質GDPの成長率である｡このマクロ経済政策指標式に導入した個々の政策変数の推計符号は,
タイとフィリピンとで,ほぼ共通であった｡すなわち,金融市場の深化,貿易の開放度の上昇,そ
して低い物価上昇率が,経済成長率に対して正の影響を及ぼすことが示唆された｡為替レートに関
しては,次のように名目レートと実質レートとで結果が異なった｡すなわち名目為替レートの減価
が経済成長率に対して正の影響を持つことを示唆する結果となったが,自国通貨の実質減価率と経
済成長率は,逆に負の相関を示す結果となった｡
タイとフィリピンとで異なる結果になったのは政府支出変数の係数である｡政府支出の対GDP
比率を財政刺激の指標として用いたが,フィリピンでは経済成長に正の影響を及ぼすことを示唆す
る結果になったのに対し,タイに関しては逆に負の影響を及ぼすことを示唆する結果となった｡
この推計結果から適切と考えられる式を選び,以下のようにマクロ経済政策指標式を設定した｡
タイのマクロ経済政策指標式
PoIT-0. 18d(ln(M2T/MIT)) +0. 35d(ln(XdT)) +0. 021n(ET/Cpi,) -0. 72d(1m(Pgdpr))
フィリピンのマクロ経済政策指標式
Polp-0. 13d(ln(M2p/Gdpp)) +0. 14d(ln((Ⅹp+Mp)/Gdpp) +0. 091n(Ep) +0. 30d(ln(GYp))
-0. 1d(1m(Cpip)
このようなマクロ経済政策指標および個々のマクロ経済政策変数を経済成長式に導入して検証す
べき仮説は,開発援助が経済成長に及ぼす正の影響は,マクロ経済政策が適正であるほど高まると
いうものである｡そこで経済政策変数と開発援助変数を乗じて作成した積変数(インタラクティブ
項)を,モデルに導入する｡
しかし一方で,政府開発援助とマクロ経済政策との相乗効果があるとしても,開発援助が経済成
長を促す効果は援助額の拡大とともに徐々に弱まっていくとの指摘がある｡ Hadjimichael (1995),
Durbarry (1998),Lensink andWhite (1999)等は,この政府開発援助の成長促進効果逓減仮説を,
開発援助指標の自乗変数を用いて検証している｡そこで小論でもこの仮説を同様の方法で検証する｡
･経済成長モデルの計測結果
政府開発援助に関するモデル分析においては,援助自体を含めて各変数の内生性が指摘されるこ
とがあるが,モデルの推計においてそのことが考慮されているとはいえない例もある｡小論では,
タイとフィリピンの国別時系列データを用いるので,各変数の定常性について検定をしたうえで,
モデルを構成する変数間の共和分関係を検証する｡
各変数の定常性･非定常性に関する情報を得るために,拡張型Dickey-Fuller (ADF)とPhillips
-Pe汀On (PP)の単位根検定を行った｡ ADFおよびPPは, Dickey-Fuller検定を基礎としたもの
であり,データXの自己回帰一泊R(1)一過程　Ⅹ-FL+pX_.+uにおいて, ｢Ⅹは単位根を持つ｣と
の帰無仮説(H｡ : 〟- 1)を検定する｡ Dickey-Fuller検定を,より高次の系列相関により誤差項の
前提条件が満たされない場合について,各々の方法で修正したものがADFおよびPP検定である｡
変数の水準値が単位根を持ち,一階の差分では定常過程であるとき,次数1で和分されている-Ⅰ(1)
-ものと判断する｡なお,両検定ともに,モデル式に定数項のみを含むものと,定数項及びトレン
ド項の両方を含むものとを用いた｡検定の結果は表3に示した｡タイに関して,政府支出のGDP
に対する比率と,人口の両変数についてはⅠ(1)であることを示す明確な結果が得られなかった
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表3-1単位搬定
タイ嚢徽名　　　機定式 定義棚トレンIく嘱
1%■　　-乱67-16
5%+　　-2 9241
10%■　-2.5997
1%■　　-L163D
5%■　　　3 5066
lo瑞 ■　　-3､1828
ー4 9464　●●　　1%■　　-3.5778
5%■　　　2 9256
10% ■　　-2 6(XI5
49177　+●　　1%■　　-4 1678
5%■　　　3 5088
10%■　　3 1840
35410　●　　　1%■　　-35682
5%暮　　-2 9215
10%+　　2 5983
一3.9913　4　　　1%+　　-4 1540
5W　　-3 5025
10%▲　　3 1804
-84166　●●　　】%■　　-35713
5%4　　-2 9228
10%≠　　-2 5990
ー83877　●●　　1%4　　-4 1584
5%1　　-3 5045
10%4　　-3 1816
1 2723　-　　　1%■　　-35814
5%■　　-2 9271
10%■　-2.6013
0 7103　-　　　1%■　　　-4.1728
5964　　　3 5112
10%書　-31854
3棚　●●　　1%■　　-35850
5%■　　-2 9286
10%■　　-2 6021
14 2239　●●　　1%■　　一4.1781
5%■　　　3 5L36
10% ■　　- 3_1868
ーZ Z516　-　　　1朱書　　-36745
5%■　　　2 9241
10%■　　2 5997
ー1.9071 -　　　1淋■　　14 1630
5%dL　　-3 5066
1t凡■　　-3 1828
10.6561 ●1　1%■　　一3 5778
5%■　　-2 9256
ユ0% ■　　2 6005
-10 9819　●●　　1%■　　-4｡1678
5%■　　-3 5088
10%*　　-3 1840
-1 2268　-　　　19`■　　　-3 5814
5%■　　-2 9271
10%■　　-2 6013
0 6885　-　　　1%■　　-4.172R
5%■　　　-3 5112
10% 4　　-3 1854
3 9309　●●　　1%■　　一3.5850
5%■　　- 2.9286
10%■　　-2 6021
42215　●●　　1%■　　-41781
5%暮　　-3r5 I 36
10%■　　-3 1868
20107　-　　　1%■　　-35745
5%■　　　2 9241
10%■　　-2 5997
1 7453　-　　　1%4　　　41630
5%■　　　3 5066
10%4　　-3 1828
一10.3799　●●　　1%4　　13 5778
5%■　　　-2 9256
10% ■　　-2 6005
10 7305　●●　　1%■　　-4 1678
5%■　　-3 5088
]0%+　　-3 1840
3 0283　●　　　1%■　　-3 5930
5棚　　-2 9320
10% ■　　-2 6039
一3 2054　-　　　1%■　　-4 1896
5%■　　-3 5 L89
10%t　　-3 1898
一6 5964　●●　　1%■　　-3 5973
5%■　　-2 9339
ユ0% ■　　-2 6048
66511 ●●　　1%■　　-4 1958
5%■　　-3 5217
10%■　　-3 1914
-6 72$0　●●　　lW　　　3 g.814
59i■　　-2 9271
10%■　-2.6013
6.7994　++　　1%■　　　-4 1728
5%■　　　3 5112
10%1　　3 1854
148178　●●　　1%■　　　36850
5%■　　　2 9286
10%■　　-2 6021
一14 6 55　●●　　1%■　　-4 1781
5%■　　-3 5136
10%▲　　-3 1868
-3 0526　●　　　1%書　　-3｡5850
5先■　　　-2 92宵6
10% ■　　-2 6021
ー .0097　-　　　1%■　　-4 1781
S形■　　　-3 5136
10%+　-31868
ー47320　●●　　1%4　　-3 5889
59bt　　-2 9303
10% ■　　-2.6030
ー47027　●●　　1姐　　-4 1837
5%書　　　-3 5162
10%1　　-3 1882
-4578J　+●　　1%■　　-3S778
5%■　　　-2 92.56
10㌔ ■　　-2 6005
45275　■●　　】%■　　-4.1678
5%■　　　-3 5088
10%t　　-3 1840
-8.2407　●●　　1%■　　-3 5814
5%■　　12 9271
10%4　　2 6013
一臥1314　●●　　1%■　　-4 1728
5%■　　　-3 5112
10%■　　-3 1854
1 1917　-　　　1%■　　-35713
5%■　　-2 9228
10%■　-25990
1 9538 1　　1%■　　-4 1584
5%■　　-3 5045
10%+　-31816
ー43529　●●　　1%暮　　-3 S745
5棚　　-2 9241
10%■　-25997
43832　●●　　1%■　　-4 )630
5叫　　一3 5066
10%4　　-3 1828
-10800　-　　　1%■　　-35682
5%■　　　-2 9215
ユ0%■　-25983
-14218　-　　　1%■　　-4 1540
5%■　　-3 5025
10%■　　3 1804
ー4 2014　●●　　1%■　　　3.57J3
5%■　　-2.9228
10%書　　- 2.5990
41929　●●　　1%■　　-4 1584
5%■　　-3 5045
10%1　　-3 1816
I 6516　-　　　1%4　　-35778
5%■　　　-2 9256
10% ■　　-2 6005
18362　-　　　1%■　　-4 1678
5%■　　　-3 5088
10%■　　-3 1840
48818　●●　　1%■　　-3,5814
5%書　　-2 9271
10%■　　-2 6013
5 0676　●●　　1%■　　　4.1728
5%4　　-35112
10%4　　-3 1854
1 5793　-　　　1%4　　　357Li5
5%■　　　-2 9241
ユ0%■　-25997
i SL叔)7　-　　　1%■　　一4 1630
5%■　　　3_5066
10%1　　-3 1828
ー4 7324　+●　　1%■　　-3.5778
5%■　　　2 9256
10% *　　-2.鰍)5
-4.93m　●●　　1%■　　一4 1678
5%■　　　-3 5O88
1Ln; *　　-3.1840
2.4169　●　　　1%■　　-3 5713
5%■　　-2 9228
10% ■　　2 5990
19237　-　　　1%+　　一4 1584
5%■　　　3 5045
10%≠　　-3 1816
-2 1344　-　　　1%t　　　-3 5745
5%■　　-2 9241
10%■　-25997
4 5525　●●　　1%1　　-4,1630
5%■　　-3 5066
10%4　　-3 1828
-4.3724　●●　　1%■　　-3 5682
5%や　　ー2 9215
10%■　　-2 5983
1.0328　-　　　1Ⅶ　　-41540
5%■　　　-3 5025
10%4　　-3 1804
ー05173　-　　　1棚　　　-3.5713
5%■　　-2.9228
10% ■　　2.6990
222 2　-　　　1%J JI 1584
5%■　　　3 5045
10%七　一31816
ー0 7374　-　　　1%■　　　-3 5778
5%■　　　~2_9256
10% ■　　2 6【氾S
13 3199　-　　　1%+　　-4 1678
5%■　　　3 5088
10%1　　3 1840
5 3285　●●　　1%1　　-35814
5%■　　-2 9271
10%■　　-2 6013
5 12  ●●　　1%■　　-4 1728
5%4　　-3 51Ⅰ2
10% 4　　-3. 1854
04763 1　　　1%■　　-35713
5%■　　　-2 9228
10% N　　-2 5990
22249　-　　　1%4　　　4 1584
5%■　　　-3 5045
10%■　　-3ー1816
I沖■　　-3 5745
5%健　　一2 9241
10%dl　-2.5997
29122　-　　　1%♯　　　4 1630
5%t　　　3 5066
10%t　　-3 1828
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が,他の変数はⅠ(1)であることが示唆された｡
そこで次に,開発援助変数,マクロ経済変数を含め,経済成長式を構成する諸変数の間の共和分
関係式の数に関する検定を行う｡表4にJohansenの方法による検定結果を示した'9)｡モデルに導
入する政府開発援助変数,マクロ経済変数等の組合せを何通りか変えて検定を行ったが,多くの組
合せに関して,複数の共和分関係がありうることを示唆する結果となった｡これは,経済成長式に
含まれるマクロ経済変数及び政策変数の内生性を反映したものとも考えられる｡小論では政府開発
援助の経済成長促進効果,そして,マクロ経済政策が開発援助の成長促進効果に及ぼす影響を検証
することを目的とするので,経済成長率を被説明変数とする誤差修正モデルを推計する｡このモデ
ルには共和分関係式が導入されるので,経済成長とマクロ経済指標の長期的な均衡関係と,短期的
な変動とを合わせて考慮できるものと考えられる｡
経済成長率をg,その決定要因をAで表すと,経済成長式は次のように示される｡
g=ao+alA+8
上式を計測し,その結果から求めた誤差を導入する誤差修正モデルの一般型は次のとおりである｡
Ag-C+∑r-lbiAAt-i+∑,n-,Ci△gt-｣-¢ (gt-1-盆t-.) +u
表4　共和分関係の検定　　期間1960-2009
タイ ?H4(8ｨ7892?
変牡(1(ln(RGrll)T))^Td(Lrl(PGdLll))(1(1m((I;YT))(tn(Fr/1'(l,(ll)T))lll(lT)1ll(ⅣlーhtbUlソA(lacT) 兔?FB?竊ﾃﾂΩG?r樗?ﾆﾇB??昧ﾂ??免ﾂ?%?Υ??茶???rΩE?鋳??竇?板r?????е??
変欺d(1n(RGdDP))Al'D(PolP(1け)′Poll)(-1)lll(lL')ltl(NP)1Jl(El)(.一一(り/1'Gdr)P(-1)) 
*(=)は5(1)パーセント水準で仮脱が棄却されることを示す 
rは共和分関係の数を表す. 
*(**)は5(1)パーセント水準で仮説が棄却されることを示す 
rは共和分関係の数を表す｡
表5　変数名
Rgdp 們??E??ﾘﾋｹ&?ｨ旆?
A ?ﾙWｸ､ｩJﾘ???壑¥H6?ｲ?
An 壷?9h+ﾘ.?ﾙWｸ､ｩJﾘ???H6?ｲ?
I 侘Y.磯?ｸﾆ?ﾃ?壓ﾋｹ&?ｨ旆?
G ?ﾙWｸ辷??壓ﾋｹ&?ｨ旆?
E 冖ﾉmｨ酵?8ﾈ?6x齪ﾙ?ｨ旙ﾉｨ,C?ｹ&?ｨ旆?
M2 ?ﾘ6ﾈ?5H7h8?4ﾓ#?壓ﾋｹ&?ｨ旆?
Ⅹ 冲???ﾘﾋｹ&?ｨ旆?
M 冲?ﾃ?壓ﾋｹ&?ｨ旆?
Y 杯E??ﾘﾋｹ&?ｨ旆?
Pgdp 杯E?h7H8ﾈ自uｸ轌Ur?
Cpi 傲??)Z??y?轌Ur?
AーP ?ｩgｸ,ﾉ?Wｸ､ｩJﾘ???壑¥H6?ｲ?
Adac 丶ｩJﾘ??効醜檍,ﾉ?Wｸ､ｩJﾘ???壑¥H6?ｲ?
Pol ?ﾘﾘx7ﾘ4?ﾘﾆ??yUxﾇh蟀&ﾂ?
末尾T ??2?
末尾P ?H4(8ｨ7892?
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上式右辺の第4項カッコ内は上記の経済成長式の誤差であり,観測値から計算値を引いた形にし
ているので,同項の符号条件は負(¢>o)である｡他の各変数については,時系列が非定常であ
る可能性をふまえ,階差(△で表記)をとる｡
誤差修正モデルで用いる変数名を表5に,計測結果は表6-1-表6-4に示した｡調整済みR2
で見た全体としてのあてはまりは,タイの方がフィリピンよりも高いといえよう｡各モデルにおい
て共和分関係式を構成するのは前述のとおり経済成長に関する主要なマクロ経済変数,政府開発援
助,そして経済政策変数である｡誤差修正モデルの特徴は,変数間の長期的な均衡関係と,短期的
な変動要因に関する情報が得られることであるといえる｡政府開発援助と経済成長との関係につい
て言えば,開発援助は短期的には成長率を押し上げる可能性が高いと考えられるが,より重要なの
は長期的な関係である｡小論も,政府開発援助の長期的な経済成長促進効果に関する検証を主な目
的としているので,以下ではこの共和分関係について推計結果を整理する｡
まず,共和分関係式の誤差項の推計係数を確認しておくと,タイ,フィリピンとも符号は負で統
計的に有意であった｡このことから,表に示した共和分関係,すなわち経済成長,マクロ経済変数,
開発援助,そして政策変数の問に長期的な関係があることは統計的に支持されたと言うことができ
る｡なお,誤差修正項の推計係数の絶対値が大きいほど,実際の経済成長率が,推計された均衡値
に向けて調整されていく速さが大であると解釈される｡ここでの推計結果は,フィリピンよりもタ
イの方が調整が速いことを示している｡
以下,推計された共和分関係式の推計係数をもとに各変数と経済成長率との関係を整理するが,
表には実際の経済成長率から推計された均衡値を差し引いて残差を求める形で示してあるので,衣
記された符号は,当該変数と経済成長変数との相関とは逆になる｡すなわち,表記された符号が負
表6-1　誤差修正モデルー共和分関係式と誤差修正項　タイ
期rn:19682007 弍ｧ'??c??r?侔HI:19692007 弍･s｣?c?鵜3r?侔Vl:19692007 弍ｧ%b謄?c??r?
n:40 ?｣C?n:39 悶｣3?n:39 彦ﾃ｣3?
d(1n(RGDP(-1)))1.000 烹?ﾒ?vG?ふ?駐???(1m(RgdpT(-1)))1.∝和 烹?竇&vG?ふ?駐???d(ln(RgdpT(-1)))1.000 烹?竇&vG?ぶ鋳駐???
AT(-2)〟.139 ??ふ"???"?nT(-2)A).008 ?Bふ"????ATIT(-2)-0.002 ?Bふ"?偵??
-4.295 蔦2???.339 蔦ゅ#??13.414 蔦ゅS#?
AT(-2)<20.510 ?Bふ"禿#?3ッ?nT(-2)^20.001 ?Bふ"禿#??r?nT(-2)∧20.㈱ ?Bふ"禿#???
3.992 ??3b?.852 唐ﾃsS"?4_374 湯?#B?
1n(mT(-I))-0.383 免竏uH?稗ふ??偵C??m(I/YT(-1))J).345 ?ﾒ?B?Bふ????r?11(lJYT(-1))A.042 ?ﾒ?%稗ふ????"?
-4.183 蔦2紊C2?[6.847 蔦r緜3R?$392 蔦r經C?
1n(NT(-1))J).385 免竊ﾒふ?綴偵都B?n(NT(-I))-1,139 免竊ﾒぶ鋳蔦?##"?n(那(-1))J).145 免竊ﾒふ?蔦?#??
-2.347 蔦2???6.116 蔦Rﾃン???6.328 蔦R纉Sb??
1m(M2T/YT)(-1)廿720 ?蕋ぴ?銚ﾆ邃ﾓ%B?B?墜?2?RT(- l)'d(h(PgdpT(-0.131 ?B?B?ﾒ?Fﾒ窒ﾔ?紊#B?nT■ (d(ln(mNT)(-1)〟,025 ?B?nr?竇??B宙耳?紊3B?
トり ﾈ??｢ 凾｢ 
-3.182 蔦"縱唐?.199 蔦b磴sB?13.141 宝r?cR?
d(h(PgdpT(-2)))1.811 免邃ﾓ%B?B窒ﾔ樗??R?n(M2TrYT)(-I)〟.457 免邃ﾓ%G%鳴竰ふ???C"?n(～uT/YT)(-l)〟,076 免邃ﾕG%稗窒ﾓ???#B?
3.928 蔦"縱??4.560 蔦X璽c??3.882 蔦R緜??
1m(XdT(-1)〝dT(-〟.237 りー 烹?ｧ?G?ぶ鋳樗偵CCb?(ln(pSdpT(-1)))lLO98 烹?ﾒ?vG?ふ?駐???d(Ill(pSdpT(-1)))0.536 烹?闌没G?ぶ鋳駐?sヲ?
_3.635 ?ﾃsコ?.412 澱經S?ll.899 澱縱??
d(lil(G/YT(-1)))〟.997 ??&eE??#?3??ｿ(XdTト1))〝dT(-〟,247 1)) 烹?竇?x?鋳ふ?#cB??d(1叫XT′YT))(-1)0.283 烹?竇?ﾒ鋳ふ?#cb?"?
-2.687 蔦2???5.858 唐纉s"?7.228 湯紊??
d(1m(G/YT(-1)))-1.302 烹?邃x?稗ふ?樗??cb?(1m(G′YT(-1)))0.130 烹?ﾒв?Bふ?駐?3S"?(ln(GrYT(-I)))0.165 
C-8.167 蔦"?CR?2_964 ?紊s"?2,469 ??#r?C8.344 ?R???-0.154 ?? r?O.$20 
洪善書正頚J).054 仍???96ﾄ｢偵?B?R生♯正攻J).139 佩(ﾅﾈ??ﾘ?偵#途?﨎ｶ♯正項カ,485 俔鞆x???｢偵3??
-2.750 蔦"縱??2.197 蔦"?唐?2.089 宝"?#r?
R20.754 ?#??b?20.$56 ?#?ﾘcSr?20.825 ?#?ゴr?
A軋R20.583 ???#?cSb?4i.R20.712 ???#?s#?Adj,R20.683 ?F｢?#?s??
S_E.equat10nO.025 ?膤ﾆW?ｦ????2?.E.equa也omO.021 ?r膤觚??柳蔗ﾃ??S,E.cquat10nO,022 ?ｨ??ﾆ?????
F4.412 把R?sB?5.948 把e?c?F5.807 把R纉ッ?
注下段の数値はt値､ ( )内の億はラグ､ dは階差､末尾の¶まタイ､ Pはフィリピンを表す了2は当該変数の2乗を表す｡
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表6-2　　誤差修正モデルー共和分関係式と誤差修正項　タイ
期間:19682007 弍ｧ%fﾃ｣?c??r?勀Z:19692007 弍･Efﾃ｣?c?鵜3r?rVl:19692007 弍ｧ$?｣?c3#?r?咊ﾏ:19632007 
n:40 悶｣C?n:39 悶｣3?れ:39 ??C2?:43 
d(Ill(RgdpT(-1)))1.CKX) 烹?竇&vG?ぶ鋳駐???d(ln(RgdpT(-I)))I.000 烹?竇&vG?ふ?駐???d(1n(RgdpT(-l)))1.00 烹?竇&vG?ふ?駐??L2?(1m(RgdpT(-1)))lー000 
AnTト2)収009 ?Bふ"??#?AnT(-2)〟.006 ?蕋ふ"?偵??AT(-2)A.010 ?Bふ?x??R?nT(-1),0.m)3 
-4.338 蔦B?ビ?4.937 蔦B經??3.753 蔦"ﾃc#2?6.678 
AnT(-2)^20.001 ?Bふ"禿#?3c"?nT(-2)^20.001 ?蕋ふ"輔#???AT(-2)^20.080 烹?竇?G?ぶ鋳駐??r?(Ill(PgdpT(-l)))0.403 
3.987 ?縒C?5.101 ?偵c#r?S.671 ?經3B?.170 
ln(I′YT(-1))-0.371 ?ﾒ?B?Bぶ鋳??3??n(Ⅰ′YT(-1))j).323 綿?ﾂ?H?稗ふ????2?n(UYT(-1))〟.105 烹?邃x?稗ふ"鋳????(ln(G/YT(-2)))0.388 
一4.017 蔦2縱??5.859 蔦?纉C?-14.769 迭纉3?7.936 
1n(m(-1))-l一077 ?竊ﾒふ??偵ャ?1m(m(-1))A.844 ?ｺ泌Bふ??津?2?m(m(-I))A.322 免?Bぴ?匁vG?ぶ鋳箸偵#S?I,ingS;TT'(-_I,,A.192 
-3.245 蔦"繝C?'4,936 蔦づccB?10.418 蔦????ll.27S 
AJIT(- ?H6r?nT(- ?蕋ぴ?T(- 免竍%Bふ????R?n(rr(-1))A),068 
2).h(M2TNT)〟.008 ?致ｄﾓ%G%稗蔦???2)●d(ln(PgdpT(0.04S ?停??竇?茲汎??2)●(d(ln(XT/YT一0.872 
`一日 宙自?｢?1))) 稗狽ﾓ??))(-1)) 
-2.140 蔦"?s?2.490 蔦#R繝コ?20.870 蔦?緜#?_5.492 
ln(MIT/YT)(-1)8.570 綿ｺ蛮8eG%稗窒ﾔ樗?經c2?nO42TfYT)(-1)心545 免邃ﾓ%B?B窒ﾓ??范G2?nOvnT/YT)(-1)〟.273 滅Dﾂ?Bふ?偵?cR?n(那(-1)),0.135 
一2.872 蔦"縱C2?3.971 蔦b?C2?9.654 蔦R紊#"?1.920 
d(l岬gdpT(-1)))2.059 烹?趙没G?ぶ鋳駐"???(ln(PgdpT(-I)))lLO39 烹?蔔ﾖvG?ふ?駐?ScB?(lnO}gdpT(-I)))0.786 白ﾃ?&髭BＶ??畑??2?ylAnL:TT('_-1,,A.040 
3.755 ?經??.773 ?r?#?16.084 蔦?縱s?3?3??lo.log CO.701 
I;瓢,A.222 ?ｲﾈﾕ?貌D痴?ﾂﾄ??"?,I,nXifI_'1-,,A.200 烹?竇?%稗鋳ふ?#???a(Ln(XTIYT))(-0.216 1) 
-3^65 蔦2?#B?.991 ???"?2,800 
a(lm(G′YT(-1)))〟.7も4 烹?邃r?Bぶ鋳鋳?緜c?d(ln(G/YT(-I)))A,523 烹?д蕋ふ?駐?332?(h(G/YT(-1)))0.097 
-2.307 蔦"?#B?3.052 ?"緜唐?.578 
C4.73S ?2繝??3.799 ??ピ?Cl.391 
洪差す正qJ.118 俔???8ﾘ?偵?r?^善書正項J),191 ?8ﾛx??wD｢偵C??^善書正凍4.333 俯xﾛx??Bﾓ??r?^差♯正研J).387 
-2.562 蔦"經C2?2.548 蔦"緜sr?2.899 售Bﾃ??-2.228 
R20.797 ?#?s澱?20.865 ?#?ピ?R20.876 ?#?s??20.807 
Adj.R20.640 ?F貞##?c3?Adj.R20.731 ?ｧﾒ?#?sC?A軋R20.752 ?F椎##?c??di.R20.648 
S.E.eqlはdonO.023 ?ﾄRﾆ7?蹤ﾄ???2?.E.equationO.020 ?膤???????S.E.cqtubot10.019 ?膤觚?fﾉnv???B?､EcqtndonO.023 
F5.076 把R?SR?6.434 把b緜湯?7.063 把B縱s?F5.062 
表6-3　　洪差修正モデル-と誤差修正項　タイ
期rM:19632007 弍ｧ%d謄?c3#?r?＂:19632007 ?9$謄?c3#?r?較rl:19632007 
n 45 ?｣｣CR 45 悶｣C2 ニ43 
d(1n(RgdpT(-1)))I.000 烹?竇&vG?ふ?駐???d(ln(RgdpT(-I)))I.000 烹?ﾒ?vG?ふ?猪ﾄﾄ??d(ln(RgdpT(-1)))1.0(氾 
AnT(-2)〃一004 ?-ﾅBふ"???R?nT(-2)A).004 ?蕋ふ"????nT(-2)A).Ooユ 
_5.150 蔦R?Cb?5,150 蔦2經cb?3.304 
AnT(-2)^20.00030 ?蕋ふ"輔#????AnT(-2)∧20.00030 烹??Bへﾂ猪聿?Bふ"唐???(POLT(-1))JPOIX(-2)A),001 
4.925 釘緜S?4.925 蔦づ??-10.693 
(d(POLT(-1))/和LT(-J).001 2))■AnT(-2) 宙ｼ$?Bふ?訂$?Bぷ????鋳?蕋ふ"?(d(VOLT(-I)岬OLT(-A).001 2))+AnT(-2) ??邃r?Bふ?駐???a(ln(G/YT(-2)))A).03% 
_5.771 蔦R???5.771 ?經??2.93S 
d(POLY(-1))A)OLT(-2)0.001 烹??ﾂふ??t?｢?ｳ"????(POLY(-1))仲OLT(-2)0.001 薄邃UBふ??vG?ふ??偵#3?ln(ET(-1)mgdpT(-I))-0.244 
2.950 ?經湯?.950 宝#?ccr?21,730 
d(1m(G′YT(-1)))〟.545 烹?邃x?稗ぶ鋳猪鋳緜cr?(1m(G/YT(｣)))〟.545 免竇EBふ?蔦??R?n(IT(-I))A).091 
_6.076 蔦R縱C?-6.076 宝????ll.463 
111(ET(-I)仲gdpT(.l))A).346 免邃UBふ?誚G?ぶ鋳?偵3sb?n(ET(-1)仲gdpT(-I))A.346 ?ﾒ?Bぶ鋳??"C"?n(NT(-I))-0.300 
_8.453 蔦r紊s?-8.453 蔦r?C?-7.260 
lA(IT(-l))A).098 免竏?Bふ?箸偵?"?n(lT(-l))〟.09S 免邃?Bふ??D?B?ｩ8????｢?n(AJT(-1)/Al)ACT(--0.052 1)) 
_4.005 蔦B?#r?4.(袖5 宝?緜cr??Csb?lS.625 CO.530 
ln(NT(-I))-I.087 ?ﾒ?Dｒ綴津??ln(NT(-1))-1.0ti7 
_7.128 蔦b???7.128 
C4.536 ?"纉??4.536 
洪差♯正gt-0.329 ?8ﾛx???偵#??沁蜻ﾌ正qtj).329 俔???8ﾘ?偵??放生♯正gt-0.792 
_3.509 蔦2?湯?3.509 蔦2紊Cr?3.342 
R20741 ?#?3?R20.741 ?#?sC?R20.744 
Ad.i.R20.578 ?F貞##?SS?Adj.R20.578 ???#?Ss?Aqi.R20.569 
S.E,cquat)0110.024 ?膤觚?伜&???R?.E.equationO.024 ?膤觚??簸??#R?.E.equationO.025 
F4.541 把B?ビ?4.541 把B???4.267 
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表6-4　　誤差修正モデル-と誤差修正項　フィリピン
期間:19692007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19692007 弍ｨｭC｣?c??r?匇ﾔ:19692007 弍ｨｭC｣?c??r?
n:39 悶｣3?ーl:39 悶｣3?n:39 ??3?
d(ln(RgdpP(-1)))1.000 烹??vG?ふ?駐???d(ln(RgdpP(-1)))1.000 烹??vG?ふ?駐???d(帆(RgdpP(-1)))1.000 烹?竇&vG?ふ?駐???
AP(-2)-0.149 ??ﾓ?ﾓ?S釘?P(-1)-0.668 ?ﾗ?ﾓ"蔦??B?P(-2)-0.111 ??ﾓ"蔦?Cc"?
-6.522 蔦?縱モ?15.035 蔦#?涛R?7.973 蔦?縱sR?
AP(-2)A20.325 ??ﾓ?????AP(-1)-20.016 ?ﾗ?ﾓ"?｣#???AP(-2)~20.123 ??ﾓ"励#?3#R?
10.885 ?經C2?.603 ?偵##b?7.926 ?B縱??
ln(Ⅰ′YP)(-1))-0.063 免邃禎?窒ﾓ???S"?n(I/YP)(-1))0.277 免邃盤?ふ?蔦???Ln(IMP)(-1))-0.072 免竊ﾆ?窒ﾓ?蔦???
-8.879 ?ゅs32?5.240 蔦??R?6.189 蔦r緜C?
ln(NP(-1))-2.006 免邃?ふ?蔦?#S?ltl(NP(-1))-1.621 免邃?ふ?蔦?csB?n(NP(-1))-1.952 免邃?ふ?蔦B?#"?
-11A16 蔦????ll.462 蔦#?s??15.976 蔦?繝??
AP(- ??ﾆ邃ﾓ%??蔦?cS"?ﾓ??P+ln(M2P′YP)-0.776 (-い ?ﾗ?ﾒ?P(- ??ﾒ?
2)*(d(帆(ⅩdP′YdP-2.243 剴"銚B??vG?ふ??B?)*d(h(PgdDP(-0.876 ?銚B卯??G?ふ?33b?
-l)) ?鋳 ｢ー) ??｢?
-ll.161 蔦????15.746 ?"?3"?6.958 免ﾂ縱S2?
ln(M2P/YP)(-1)-1.865 免邃ﾓ%?ﾅ?窒ﾓ??#S"?m(M2P′YP)(-1)0.285 免邃ﾓ%??窒ﾓ?ﾓ?ss2?n(M2P/YP)(-1)-1.003 免邃ﾓ%??窒ﾓ?ﾓ"?32?
-ll.540 途縱ィ?.552 蔦#?C3"?15.632 蔦??ヲ?
d(帆(PgdpP(-1)))1.468 烹??vG?ふ?駐?C澱?(h(PgdpP(-1)))0.596 烹?竇?G?ふ?鋳ﾓ??2?(ln(PgdpP(-1)))-0.011 烹??vG?ふ?鋳ﾓ?ピ?
10.757 ?b?3?13.725 蔦b縱c?-0.545 蔦?繝3?
d(帆(XP′YP)(-1)0.659 烹??E?胞?ﾓ???ふ??(帆(XdP/YdP)-0.015 (-1) 烹??E?ﾅ胞?ふ?????7,'lnito'p?_pi',ふ0一082 ?rﾃ?謨G?E?ﾆ2ﾃ2ﾃ?C3"?
10.885 蔦R繝#"?1.645 ?r?S?10.272 ?"緜C?
d(h(G/YP)(-1)-0.048 免邃x??窒ﾓ"鋳ﾓ?S3b?n(GNP)(-2))-0.610 ?ﾒв??ふ"鋳ﾓ???ln(G′YP)ト2))-0.002 ?･?ﾓ?????ﾓ??#Sb?
-0.578 蔦#2???18.321 蔦B緜??0.111 ??ツ"?
C6.061 ?R縱??7.267 ?b???6.948 ???c2?
誤差修正項-0.104 佩ｸﾛx??ﾘ??##?唄差修正項-0.222 佩(ﾛx??ﾘ??#cB??ｷ修正項-0.217 佩ｸﾛx??ﾘ????
2.480 蔦"繝ィ?2.990 蔦4 2?2 910 蔦"繝??
R20.704 ?#?sCB?20.753 ?#?ss?R20.770 ?#?scR?
Adl.R20.438 ?D｢?#?S??⊂臥R20.507 ?井E##?Ss?Ad∫.R20.541 ?Fb?#?S3?
S.E.equatlonO.025 ?膤觚??ﾆ???B?.E.equatlonO.024 ?膤觚??ﾆ???"?.E.equatlonO.023 ?膤觚??ﾆ???2?
F2.645 把2?#R?3.055 把2纉??3.356 把2?c2?
注下段の数値はt値, ( )内の値はラグ､ dは階差､末尾のrnまタイ､ Pはフィリピンを表す｡ ~2は当萩変数の2乗を表す｡
表6-5　　誤差修正モデル-と誤差修正項　フィリピン
期間:19642007 弍ｨｭC｣?cC#?r?匇ﾔ:19642007 弍ｨｭC｣?cC#?r?
T1.'44 問粤CB?.'44 問龝CB?
d(ln(RgdpP(-1)))1.000 烹卯?&vDE?ﾓ?駐???d(帆(RgdpP(-1)))1.000 烹卯?&vG?ふ?駐???
Amp(-1)-0.034 ?ﾗ?ﾓ?ﾓ???Amp(-1)-0.032 ?ﾗ?ﾖ鋳ﾓ???
-5.556 蔦B?Sr?4.101 蔦R?C?
ANP(-1)~20.001 ??ふ??#???ANP(-1)一20.001 ??ふ?????
5.783 釘繝湯?.659 澱經c?
(d(PolP(- 中B??窒ﾒ?d(PolP(- 中??ﾅ?ﾒ?
1))/PolP(一一0.058 ?著??ﾅ?耳璽??r?))/PolP(一一0.054 ?鋳???耳璽???
2))*AnP(-n ?耳爾､??ﾓ??))+Amp(-n ?鋳､??s?ｲ?
-2.660 蔦2縱c2?2.275 蔦"???
1,?,S.ou,lP('_-2,2.054 ?ﾃrﾂu?踐ﾅ"ﾓ"ﾃ2繝??,7,'PP.otpP(':2)2.349 ?ﾃrﾂu?踟??y??ﾃ?cSr?
6.095 迭繝sR?,212 唐?c?
ln(lP(-1))0.124 免竊ﾅ?ﾓ???Cb?n(lP(-1))0.186 ?ﾒ?E?ﾓ?????
6.026 迭經3B?.690 迭?c?
ln(NP(-1))-0.354 免邃?ふ?蔦?C3r?n(NP(-1))-0.430 免邃?ふ?蔦?c#?
-3.031 蔦R?32?2.365 蔦R?c?
ln(EP(-1)′CplP(-0.275 2)) 免邃U?ﾓ??7??ﾓ?#S?"鋳?n(EP(- 1)/PgdpP(-2))0.469 免邃U?ﾒ?禎?G?ふ"駐??R?
7.481 C-1.882 釘????3b?.556 C-2.395 ?ﾃC??ﾓ??2?
誤差修正項-0.137 佩(ﾛx??ﾘ????誤差修正項-0.118 佩ｸﾛx??ﾘ???R?
2.955 蔦"纉#?-2.615 蔦"經??
R20.503 ?#?S??20.486 ?#?SC?
A札R20.179 ?D｢?#?3S?AdJ.R20.211 ?井E##?#c?
S.E.equatlonO.029 ?膤觚??ﾆ???b?.E.equatlonO.029 ?膤觚??ﾆ????
F1.551 把"紊CR?1.768 把?塔R?
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であれば,その変数と経済成長との相関は正であることを意味する｡
計測した経済成長式は,先述のとおり輸出を含む生産関数に基づくものであり,全てのモデルに
共通する基本的なマクロ経済変数として固定資本形成および人口変数を用いている｡これら両変数
の推計係数は,タイ,フィリピンともに全て符号条件を満たし(表記した符号は負になっているが,
上記の通り変数間の相関は逆で,経済成長変数との相関は正である)統計的に有意であった｡これ
とは対照的に,輸出変数に関しては,タイとフィリピンとで異なる結果となった｡輸出変数は,質
易開放度の指標としても用い,開発援助変数との積変数との組合せでも一部のモデルに導入してい
るが,輸出変数を単独で用いた場合,タイについては経済成長に対して正の影響を及ぼすことを示
唆する結果となった｡しかしフィリピンの方は明確な結論が得られなかった｡
次に政府開発援助変数に関する結果についてみておく｡先述のように,小論では開発援助が経済
成長に及ぼす影響の非線形性を考慮し,ほとんどの推計式に開発援助の水準値と,同変数どうしを
かけあわせた自乗変数とを同時に導入した｡その結果はタイとフィリピンとも同じで,水準値変数
は経済成長に対して正の影響を,そして自乗変数の方は負の影響を及ぼすことを示す結果となった｡
したがって長期的には,政府開発援助規模が拡大し続けても,その経済成長促進効果は漸減すると
の仮説が支持されたということができる｡
マクロ経済政策変数については,それを推計モデルに導入すると同時に,同マクロ変数と政府開
発援助変数との積変数も導入して計測を行った｡ただし,この組合せで導入する政策変数は,一つ
のモデルにつき一種類のみとした｡たとえば,金融市場の深化指標と,同指標と開発援助変数との
積変数をモデルに導入する場合には,他の政策変数と開発援助変数との積変数を同時に導入するこ
とはしなかった｡この方法で導入した政策変数は,タイ,フィリピンとも同じ5種類である｡それ
らは,金融深化指標,物価変数,貿易の開放度指標,財政支出,そして複数のマクロ経済変数をウ
エイト付けして統合した政策指標である｡すべての推計モデルに開発援助変数を導入しており,上
述のように経済成長に及ぼす影響は正であるので,マクロ政策変数と援助変数との積変数の推計係
数をみれば,当該マクロ政策が良く運営されているとき,開発援助の経済成長促進効果は高まると
の仮説が支持されるか否かを判断できると言える｡推計結果は,タイ,フィリピンともに,この仮
説を支持しているといえる｡とくに,複数のマクロ政策変数をウエイト付けした統合指標と開発援
助指標の積変数の推計結果から,金融および貿易開放度に関する政策運営が全般的に良ければ,開
発援助の有効性が高まると解釈しうる｡このモデルにおける援助変数及び積変数の推計係数の大小
を比較してみると,タイよりもフィリピンの方が全般的に大きく,開発援助の経済成長促進効果,
およびマクロ経済政策が良いことによる開発援助の有効性向上効果とも,フィリピンの万が大きい
と解釈しうる｡ただし,このウエイト付けした統合指標を用いない推計式では,金融あるいは貿易
開放度変数と援助指標との積変数を複数同時には導入していないので,全般的な政策の状況と開発
援助の有効性の関係について判断することはできない｡マクロ経済変数を,当該変数と援助変数と
の積変数を導入せずに単独で導入した結果,金融深化と低いインフレ率は経済成長に正の影響をも
たらすことがタイ,フィリピンともに示唆された｡これに対し,政府支出の規模を示す変数の推計
係数からは,フィリピンについては経済成長に対して正の影響を示唆する結果が得られたが,タイ
に関しては明確な結果が得られなかった｡また,実質為替レートが減価した場合の影響に関しては,
経済成長に対する影響が,タイでは正,フィリピンの場合は逆に負であることを示唆する結果とな
った｡なお輸出の規模を示す変数については既述のとおり,タイについてのみ経済成長に対して正
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図4　インパルスレスポンス政府開発援助増加の影響
タイ金融深化指揮と機助総鶴の積変数を用いた場合
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の影響を示唆する結果が得られた｡
最後に,タイ,フィリピン各々に対するDACメンバー国からの政府開発援助における日本の援
助の比率と両国の経済成長との関係を見ておく｡タイでは日本の開発援助の相対的な拡大と経済成
長の問に正の相関があることを示したのに対し,フィリピンでは逆に負の相関を示す結果となった｡
両国に対する日本の政府開発援助の比重は, 1970年代の半ばまでフィリピンの方が高かったが,そ
の後はタイの方が高めになっている｡そして,口本のフィリピン向け援助においてはタイ向けより
もノン･プロジェクト援助の借款が多いことが,ここでの推計結果の違いに反映されていると言え
るかもしれない｡
誤差修正モデルにおいて短期変動に関する情報は階差変数の推計係数から得られるが,個々の係
数に関する解釈は難しい｡ここではそれらの推計結果を表示していないが,推計したモデルから求
めたインパルス･レスポンスの例を図4に示した｡図示したのはタイ,フィリピン向けの援助総額
及び一人当り援助額が,それぞれの標準偏差に相当する分だけ変化した場合の経済成長率と投資の
反応である｡援助総額が変化した場合と一人当り援助額が変化した場合とではモデルに含まれるマ
クロ経済政策指標を変えているので(前者は金融深化,後者は統合政策指標),両者間の比較には
適していないが,タイ,フィリピンの2国問では相違がみられると言える｡すなわち,タイについ
てのみ,援助総額と-人当り援助が増加した場合の両方において経済成長率に正の反応が生じるこ
とが示された｡ただし,今回用いたデータは年次であり,短期的な影響の分析は,より詳細に行う
必要がある｡
4.むすびにかえて
小論の目的は,政府開発援助が被援助国の経済成長を促すという点で有効であったかどうか,と
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くに当該国におけるマクロ経済政策の運営が良好であれば,その効果が一層高かったと判断できる
か検証を試みることである｡開発援助の経済成長促進効果をめぐっては理論,実証ともに長いあい
だ議論が続いているが明確な結論は得られていない｡小論で実証分析の対象としたタイ,フィリピ
ンは政府開発援助の主要な被供与国であり,アジア通貨危機後,特にタイの政府開発援助受け入れ
額は増大した｡こうした援助の拡大が経済成長を短期的に高めたことは確認されたとしても,両者
間の長期的な関係については不明な点が多い｡東南アジア諸国を対象とした分析例も,金融危機後
の期間までを含むものは不足しているといえる｡
政府開発援助の主たる目的は経済の成長,そして構造変化を促すことであり,援助の有効性に関
する研究の多くが経済成長の引き上げ効果を検証している｡タイ,フィリピンを含むアジアの中所
得国については,多くの低所得国に比べて政府開発援助が有効に用いられてきているとの指摘もあ
るが2∩',統計的な実証分析の結論は必ずしも明確ではない｡そして, Burnside and Dollar (2000)
の研究以降,被援助国におけるマクロ経済政策の良好さが政府開発援助の有効性をたかめるとの仮
説についての検証が続けられている｡良いマクロ経済政策とは,低いインフレ率,高い貿易開放度,
財政赤字規模が小さいこと,そして金融の規制緩和による金融の深化等である｡Burnside and Dollar
(2000)の分析においては,タイはマクロ経済政策が良好であり,政府開発援助の効果は高かった
と評価されている｡しかし,それ以降の実証例を見ると,この仮説についてもはっきりと結論がで
ているとはいえない｡
これらをふまえ,小論では国別の時系列データを用いた実証分析を試みた｡実証に用いる経済成
長モデルにおいて政府開発援助が正の影響をもたらすと考える主たる根拠は,援助が被援助国にお
ける貯蓄ギャップ,外貨(貿易赤字)ギャップ,また財政赤字のギャップによる制約を緩和すると
考えられることである｡しかし,その効果は開発援助の規模が拡大していくにつれて漸減するとの
指摘や,上述のようなマクロ経済政策が前提であるとの指摘があるのに加え,開発援助変数自体を
含めてマクロ経済変数には内生性の問題がある｡したがって実証分析を行う上ではこれらを考慮す
る必要がある｡こうした点をふまえ,小論では時系列データの定常性を検証したうえで誤差修正モ
デルを用いて経済成長モデルの推計を試みた｡
タイとフィリピンの国別年次データを用いて行った推計の結果をまとめると,まず経済成長率お
よびそのマクロ経済決定要因,開発援助変数,そしてマクロ経済政策変数の間の長期均衡関係を示
すと考えられる共和分関係式が成り立つことが統計的に確認された｡この共和分関係式の数は複数
ありうることが示唆されたが,経済成長率を被説明変数と位置付けて説明変数との相関関係を整理
すると,タイ,フィリピンとも,資本形成変数及び労働人口変数は経済成長と正の相関を示す結果
となった｡しかし輸出変数に関しては,タイについてのみ統計的に有意な正の相関があることが示
された｡そして政府開発援助変数については,両国ともに経済成長との間に正の相関関係があるこ
とが示唆された｡また,開発援助の受け入れ額と経済成長との関係が非線型であり,援助の成長促
進効果は援助額の増加とともに漸減するとの仮説が,統計的に支持される結果となった｡
次に,政府開発援助の経済成長促進効果は被援助国のマクロ経済政策運営が｢良い｣ほど高まる
との仮説についてであるが,推計モデルではこの仮説を検証する方法として,開発援助変数とマク
ロ経済政策変数との積変数を用いた｡政策変数には次の5種類を用いた｡それらは,金融深化指標,
物価変数,貿易の開放度指標,財政政策指標,そして複数のマクロ経済変数を統合する形で作成し
た政策指標である｡すべての推計モデルに開発援助変数を導入しており,それが経済成長に及ぼす
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影響は正であったので,マクロ政策変数と援助変数との積変数の推計係数をみれば,当該マクロ政
策が良好であれば開発援助の有効性が高まるとの仮説を支持しうるか判断できると言える｡推計結
果は,タイ,フィリピンともに,この仮説を支持しているといえる｡とくに,統合されたマクロ経
済政策指標と開発援助指標の積変数の推計結果から,金融および貿易開放度に関する政策運営が全
般的に良ければ,開発援助の経済成長促進効果が高まると解釈しうる｡推計モデルにおける援助変
数及び積変数の推計係数の大小を比較してみると,タイよりもフィリピンの方が全般的に大きく,
開発援助の経済成長促進効果,およびマクロ経済政策が良いことによる開発援助の有効性向上効果
とも,フィリピンの方が大きいと解釈しうる｡ただし,この統合マクロ経済政策指標を用いない推
計式では,金融あるいは貿易開放度変数等と援助指標との積変数を同時に複数個導入してはいない
ので,全般的な政策の状況と開発援助の有効性の関係について判断することはできない｡マクロ経
済政策変数を,援助変数との積変数の形では導入せず,単独で導入した結果,金融深化と低いイン
フレ率は経済成長に正の影響をもたらすことがタイ,フィリピンに共通して示された｡これに対し,
政府支出の規模を示す変数の推計係数は,フィリピンについては経済成長に対して正の影響を示唆
する結果になったが,タイに関しては明確な結果が得られなかった｡また,実質為替レートが減価
した場合の影響に関しては,経済成長に対してタイでは正,逆にフィリピンの場合は負の影響を示
唆する結果となった｡なお輸出の規模を示す変数については既述のとおり,タイについてのみ,経
済成長に対して正の影響を示唆する結果が得られた｡
政府開発援助の有効性をめぐっては,まだ不明な点が多く,開発援助が経済成長に結びつくメカ
ニズムについての理論的な分析も不足している｡マクロ経済政策の良好性に関しても,どのような
政策が特に重要であると言えるのか明確ではない｡また,小論での今回の実証分析の試みもそうで
あるが,アグリゲートされた開発援助指標を用いると,同変数の内生性による影響が問題になると
考えられる｡したがって,アグリゲートされた援助指標だけでなく,より細かく分類した開発援助
指標を用いた分析を合わせて行うことも重要であると考えられる21)｡その分類の基準としては,た
とえば援助供与の動機,援助供与側のタイプ,援助供与の対象分野,さらに援助の効果が現れると
考えられるまでのタイム･ラグ等があると考えられる｡
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